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令 和 ５ 年 度  事 業 報 告 書 

 

Ⅰ 事業概要 

 

  農業公社は、農業生産の効率化及び農業経営の安定化・合理化に向けた農地の 

利用集積と担い手の育成・確保を推進するため、農地利用集積円滑化事業をはじ

めとする、次の事業を実施しました。 

 

 １．農地利用集積円滑化事業 

     

    農地利用集積円滑化団体として、効率的かつ安定的な農業経営を営む者 

（認定農業者等）へ農地の集積・集約化を進めることにより、農地の有効利

用と農業生産の効率化を図りました。 

 

  （１）農地所有者代理事業 

 

    農地の所有者から貸付け等に関する委任を受け、その者を代理して農地の 

貸付け等を行う。 

 

 件 数 面 積 

計 画 － － 

実 績 0件 0ha 

 

 

（２）利用権設定等促進事業 

   

    真岡市が実施する利用権設定等促進事業に基づき、利用権設定のあっせん

を行いました。 

 

 件 数 面 積 

計 画 950件 520ha 

実 績 

974件 

貸し手 856人 

借り手 277人 

518.4ha 
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２．農作業受委託推進事業 

 

  農家から依頼のあった農作業を、農業公社が担い手受託農家と調整し、 

農作業の受委託あっせんを行いました。 

（単位：ｈａ、件） 

作業名 耕起 育苗 代かき 田植え 
(麦播種) 

除草剤

散布 

肥料 

散布 
刈取 

(麦含む) 

乾燥 

調製 

レベラ

－整地 

計 画 1.0 3.0 1.0 5.0 1.0 1.0 15.0 1.0 1.0 

実 績 0.0 0.4 0.3 7.2 0.0 0.3 9.8 0.0 0.0 

件 数 0 1 1 7 0 1 18 0 0 

  

・農作業受委託事業の推進 

  「Weekly News もおか」及び真岡市農業公社ホ－ムページに秋期・春期委託申

込受付を掲載しました。 

 

３．地域営農推進事業 

 

真岡市担い手育成総合支援協議会関係 

   関係機関・団体で構成する「真岡市担い手育成総合支援協議会」の一員とし

て、担い手農家の育成・確保を推進しました。 

 

期   日 内        容 場   所 

令和５年 

4月 6日 
真岡地区営農集団連絡協議会総会 農業振興センター 

5月 12日 真岡市認定農業者協議会総代会 けやき会館 

5月 18日 
芳賀地域就農支援ネットワーク会議 

農業技術者連絡協議会担い手部会 
芳賀庁舎会議室 

5月 29日 

10月 31日 
人・農地プラン検討会 市役所会議室 

8月 10日 真岡市担い手育成総合支援協議会総会 書面決議 

10月 26日 芳賀地区農業者サミット フォーシーズン静風 

11月 16日 

11月 17日 
営農集団連絡協議会視察研修 宮城県仙台方面 

令和６年 

1月 26日 
集落営農経営力強化セミナー 芳賀庁舎会議室 

3月 6日 
芳賀地域就農支援ネットワーク会議 

農業技術者連絡協議会担い手部会 
芳賀庁舎会議室 

3月 12日 JAはが野新規就農塾面接審査会 JAはが野本店 
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４．その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

   

 （１）市単利用権設定等促進事業及び遊休農地解消推進事業 
     経営農用地面積が 5ha 以上の担い手が新たに利用権を設定し、経営農用

地を集積した場合、奨励金を田は 10a あたり 5,000 円、畑は 10a あたり
10,000 円の交付を行いました。また、経営農用地の集約を行った場合は担
い手に対し 10a あたり 15,000 円もしくは 5,000 円、当該土地所有者に対し
て 10a あたり 5,000 円の奨励金の交付を行い、農地の流動化と担い手の作
業効率の向上を図りました。 
また、遊休農地の解消を推進するため、遊休農地を解消して利用権設定

した担い手に対し 10ａあたり 12,000 円、抜根が必要な場合は 10ａあたり
20,000 円の奨励金の交付を行い、農地の流動化の促進と地域農業の振興を
図りました。 

（単位：件、人、ha、円） 

 
利用権設定（集積化） 利用権設定（集約化） 

契約

件数 
人数 面積 金  額 筆数 人数 面積 金  額 

計画 － － 210.0 10,450,000 － － 45.0 3,563,000 

実績 347 78 198.1 10,594,200 85 72 28.9 2,919,000 

 

 
遊休農地  

契約

件数 
人数 面積 金  額     

計画 － － 2.5 475,000     

実績 1 1 0.1 21,700     

 

（２）農地中間管理事業等支援事業 

    農地中間管理機構として県から指定を受けている、公益財団法人栃木県 

農業振興公社が行う、農地中間管理事業の事務手続きの一部を受託し、契約

に至るまでの連絡・調整等を行い、担い手への農地の集積を図りました。 

 
（単位：件、ha） 

 

 

貸付事業 売買事業 

件 数 面 積 件 数 面 積 

計 画 50 30.0 30 25.0 

実 績 71 53.3 67 30.2 
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Ⅱ 会議等 

 

期  日 内        容 場   所 

令和５年 

4月 25日 
芳賀地域農政推進会議 芳賀庁舎会議室 

5月 15日 真岡市農業公社決算監査 農業振興センター 

6月 6日 第 27回真岡市農業公社理事会 農業振興センター 

6月 7日 

6月 8日 

 

農地事務研修会 栃木県庁研修館講堂 

6月 12日 農地中間管理事業等研修会 栃木県護国会館 

6月 22日 第 21回真岡市農業公社評議員会 農業振興センター 

6月 22日 第 28回真岡市農業公社理事会 
決議の省略による方

法 

令和６年 

2月 22日 
芳賀地域農政推進会議 芳賀庁舎会議室 

3月 1日 第 29回真岡市農業公社理事会 農業振興センター 

3月 18日 第 22回真岡市農業公社評議員会 農業振興センター 
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事業報告附属明細書 

 

   令和５年度事業報告においては、「事業報告を補足する重要な事項」に該当 

するものはない。 
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財 産 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

 
１． 重要な会計方針 

  （１） 固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。 

  （２） 消費税等の会計処理は、税込方式を採用している。 

 

２． 基本財産の増減額及びその残高 

基本財産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

                               （単位：円） 

科     目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

 

基本財産 

基本金定期預金 

 

 

30,000,000 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

30,000,000 

合     計 30,000,000 0 0 30,000,000 

 

 

３． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

     基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                   （単位：円） 

科     目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に対応

する額） 

 

基本財産 

  基本金定期預金 

 

 

30,000,000 

 

 

30,000,000 

 

 

0 

 

 

0 

小     計 30,000,000 30,000,000 0 0 

特定資産 0 0 0 0 

小     計 0 0 0 0 

合     計 30,000,000 30,000,000 0 0 

 

 

４． 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

（単位：円） 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表 

上の記載区分 

受取補助金等 

 

受取地方公共 

団体交付金 

 

受取民間運営

費助成金 

 

 

 

真岡市 

 
はが野農業

協同組合 

 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

 

8,630,000 

 

 

3,315,000 

 

 

 

8,630,000 

 

 

3,315,000 

 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

 

― 

 

 

― 

合   計  0 11,945,000 11,945,000 0  
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附 属 明 細 書 

 
 

 

１． 基本財産及び特定資産の明細 

     財務諸表に対する注記に記載しているため、省略する。 

 

 

 

２． 引当金の明細 

（単位：円）   

科 目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

賞与引当金 148,160 160,230 148,160 0 160,230 
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